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本報告の構成

１．成長の源泉としての生産要素蓄積の減速

２．（一人当たりGDP)成長維持のために何が必要か

３．IT投資の寄与とIT投資財価格の影響

４．産業構造の歪みと経済成長率

５．今後の日本の潜在成長力



１．成長の源泉としての生産
要素蓄積の減速
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１．成長の源泉としての生産要素蓄積の減速

日米成長会計の比較

・日本について利用したデータ

　日本産業生産性データベース（JIPデータベース）、
84産業、1970－98年

　深尾・宮川・河井・乾他（2003）『経済分析』第170号。

　内閣府経済社会総合研究所のウエッブサイトにて全
データを公開
<http://www.esri.go.jp/jp/archive/bun/bun170/
170index. html> 
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日本では、１）資本蓄積率の下落、２）労働投入（人・時
間）の減少、３）労働の質上昇の減速、が成長率下落
に寄与した

表１．成長会計：日米比較
表1.a. Jorgenson, Ho, and Stiroh (2002) による米国に関する成長会計分析の結果：1973－1999 (年率、％)

実質GDP成
長率

時間
投入の成長

率
労働生産性
の成長率 TFP上昇率

労働の質改
善の寄与

計
IT資本の寄

与
非IT資本の

寄与
a b c=a-b d=c-e-f e f=g+h g h

1973-1995 2.78% 1.44% 1.33% 0.26% 0.27% 0.80% 0.37% 0.43%
1995-2000 4.07% 1.99% 2.07% 0.62% 0.21% 1.24% 0.87% 0.37%

Jorgenson, Ho, and Stiroh (2002)
表1.b. 深尾・権（2003)による日本に関する成長会計分析の結果：1973－1997 (年率、％)

実質GDP成
長率

時間
投入の成長

率
労働生産性
の成長率 TFP上昇率

労働の質改
善の寄与

計
IT資本の寄

与
非IT資本の

寄与
a b c=a-b d=c-e-f e f=g+h g h

1973-83 3.56% 1.53% 2.03% -0.30% 0.65% 1.68% 0.16% 1.52%
1983-91 3.94% 1.79% 2.15% 0.40% 0.46% 1.29% 0.37% 0.92%
1991-98 1.25% -0.08% 1.34% 0.03% 0.21% 1.10% 0.33% 0.76%

1995-98 0.52% 0.63%
深尾・権（2003)

資本蓄積（資本ストック／人・時間増
加）の寄与

資本蓄積（資本ストック／人・時間増
加）の寄与
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生産年齢人口は減少しつつある

生産年齢人口成長率　　生産年齢人口：15～64歳の男女人口
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出所:  1950-1970; 人口推計資料No. 36、 39、 47 日本の推計人口, 総理府統計局、 1979-1997; 日本の統計, 総務庁統計局、 1998; 人口推計年
報, 人口推計資料No. 71 総務庁統計局、 1999―2050; 日本の将来推計人口, 研究資料第291号, 国立社会保障･人口問題研究所
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資本蓄積の減速

構造的な資本収益率下落

→民間投資の低迷

→不況

労働の質上昇の減速
Genda (1997) ：大卒中高

年男子の賃金率が低迷

Godo (2001) ：教育水準

の米国へのキャッチアップ
は減速しつつある

実質資本収益率の分子は営業余剰をマクロの90年基準実質GDPデフレータで割った値
実質資本係数は90年価格実質資本ストックを91年価格実質GDPで割った値
出所：JIPデータベース（深尾・宮川・河井・乾他 (2003)）をもとに著者が作成

日本の資本係数と資本収益率
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１．成長の源泉としての生産要素蓄積
の減速

結論　日本は限界生産力逓減の罠に陥ってい
る可能性がある
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２．（一人当たりGDP)成長維持のた

めに何が必要か
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必要な政策　その１：

物的・人的資本集約産業
の拡大（産業の高度化）

資本労働比率の上昇

＝各産業内の資本労働比率の
上昇＋資本集約的な産業の
拡大

Ito and Fukao (2003):
物的資本集約産業の拡大は起

きていない

図３ 　資本労働比率上昇の分解：
マクロ経済全体、 1970-98
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熟練労働比率の上昇＝各産業内の熟練労働比率の上昇

　　　　　　　　　　　　　　　＋熟練労働集約的な産業の拡大

Ito and Fukao (2003):　人的資本集約産業の拡大はそ

れほど起きていない

表２．熟練労働者が占める割合の成長率に関する要因分解：　マクロ経済
(年率, %)

1980-90 1990-2000 1980-2000
熟練労働者の割合の成長率 2.88 1.03 2.10

産業間効果 1.02 1.06 1.02

産業内効果 1.86 -0.02 1.08

産業間プラス産業内 2.88 1.03 2.10
出所：　Ito and Fukao (2003)、原資料は『国勢調査報告』各年版
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全要素生産性上昇の加速

• 全要素生産性上昇は単に生産拡大に寄与するだけ
でなく、物的・人的資本の収益率を上昇させ、生産要
素蓄積加速に寄与する
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必要な政策　その2：　
規制緩和によるTFP上

昇の加速

90年代に規制緩和が進ん

だ小売・卸売、放送・通信、
金融・保険・不動産業や対
個人サービス業等におい
て、TFP上昇率が加速した

中西・乾（2003）：　規制緩
和が進んだ産業でTFP上

昇率の有意な加速が観察
された

　マクロ経済のTFP上昇への各産業の寄与：業種別・時期別
年率％
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必要な政策　その３：　金融システムの機能回復等を通じた産
業の新陳代謝機能上昇
製造業の生産性上昇を個別企業の寄与に分解した研究によ
れば（西村・中島・清田　2003、深尾・権 2003)
　新規参入効果が極めて少ない
　退出効果は負（生産性の低い企業が残存）

図3.8 事業所の開業率と閉鎖率：　日米比較

出所：　Fukao, Inui, Kawai, and Miyagawa (2003)
日米比較のため、雇用保険事業の統計が使われている。
元データは中小企業庁 (2001)、「産業空洞化」と関税政策に関する研究会 (2002)
およびSmall Business Administration, US Government (1998)。

図3.7.パネルB　閉鎖率：　％
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必要な政策　その４：　対日直接投資拡大

グローバル化、ＩＴ化： 直接投資により資本・経営資源（技術知
識・経営能力等）が簡単に国境を越えて移動するようになっ
た。

1980年代まで： 高い貯蓄率によって資本を蓄積し、研究開発等によって
自国企業が経営資源を蓄積すれば、国民は豊かになることができた。

今日： 日本国民の豊かさは、日本企業を含めた世界の企業をいかに日本

に誘致できるかにかかっている。

・・・・・世界経済が地域間の企業誘致競争へシフト

対外直接投資が対内直接投資を大幅に上回る現象は、グロー
バルな企業誘致競争において、日本が負けつつあることを
意味する。
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対日直接投資が少ないため対外直接投資によ
る空洞化を相殺できない　（雇用）

対内・対外直接投資と国内雇用：日・米比較

日本に関する外資系企業の雇用と海外での雇用データの出所は表1.1と同じである。
米国の外資系雇用および海外での雇用はOECD Measuring Globalisation 2001より得た。
日本全体の雇用は内閣府 『平成14年度年次経済財政報告』より得た。
米国全体の雇用はThe Chairman of the Council of Economic Advisors, 2003 Economic Report
of the President より得た民間雇用の総計。
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• 潜在的には対日投資拡大の大きな余地がある

• Kimura and Kiyota (2003)、村上・深尾 (2003)：
外資系企業のTFPは他の条件をコントロールしても
日本企業より10％高い

・ 深尾・天野（2003）　情報発信といった小手先の政策
では、今後5年間で対日投資残高を倍増するという
首相の目標達成は難しい。



３　IT投資の寄与とIT投資財価

格の影響
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90年代後半からIT投資の寄与は増加

• Jorgenson and Motohashi (2003) 、JIP 
databaseが示しているように、90年代後半は、
低成長率にもかかわらず、IT資本蓄積の清
は増加。

• 民間産業だけを取り出したJCERデータベー
スでも同様の結果。90年代後半の経済成長
率の36％がIT投資の寄与。ただしJorgenson 
and Motohashi (2003)の寄与はより大きい
（41％）
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90年代後半にIT投資の寄与は増加

成長会計 1(SNA base)

1990/80 2000/90

1995/90 2000/95

GDP成長率 4.4 1.5 1.5 1.4

　労働力伸び率 0.7 -0.6 -0.7 -0.4

　労働生産性上昇率 3.8 2.0 2.2 1.9

　　資本深化 1.8 1.2 1.3 1.1

 　　（うちIT資本による資本深化） 0.5 0.3 0.2 0.5

　　資本の再配分効果 0.0 0.1 0.1 0.0

　　労働力の再配分効果 0.7 0.0 0.2 -0.2

　　TFP成長率 1.3 0.8 0.7 0.9
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Jorgenson and Motohashiでは、IT資本蓄積の寄与がより大きい

 Jorgenson and Motohashi (2003)の推計結果との比較

1995/90 2000/95
SNA base
(JCER)

SNA base
(J&M)

HPI base
(JCER)

HPI base
(J&M)

SNA base
(JCER)

SNA base
(J&M)

HPI base
(JCER)

HPI base
(J&M)

GDP成長率 1.5 1.7 1.6 1.9 1.4 1.6 1.9 2.2

各部門の寄与

　労働力 -0.5 -0.2 -0.5 -0.2 -0.3 -0.2 -0.3 -0.2

　資本 1.1 1.2 1.2 1.3 1.0 0.7 1.3 1.4

　（うちIT資本） 0.2 0.2 0.3 0.3 0.5 0.4 0.7 0.9

　TFP 0.9 0.7 0.9 0.7 0.7 1.0 0.9 1.1
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IT投資財価格の影響

• IT投資の成長への寄与は、IT投資財価格の

低下に依存

• 米国では、コンピューター価格の低下が急激
→米国のコンピューター価格の低下と整合的
なHPI（Harmonized Price Index)を使用

• HPIは、日本銀行の連鎖指数にしたコンピュー

ター価格の動きとほぼ同じ
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米国のコンピューター価格指数は大きく低下

コンピューター価格指数の比較
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日本銀行の連鎖指数とHPIの動きは整合的

コンピューター価格指数の比較(1995=100)
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HPIを利用したIT投資と成長会計

• HPIを利用すると、日本のIT投資（ソフトウエ
アを含む）は、2000年時点で36兆円となり、
SNAベースのデフレータを利用した場合より
27％増加

• HPIを利用して、JCERデータベースによる成
長会計を再推計すると、90年代後半には、経
済成長率もまた経済成長率に対するIT資本

蓄積の寄与も上昇する。
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HPIを用いるとIT投資額は大きく増加

0

5000

10000

15000

20000

25000

30000

35000

40000

H
P

I

S
N

A

H
P

I

S
N

A

H
P

I

S
N

A

H
P

I

S
N

A

H
P

I

S
N

A

H
P

I

S
N

A

H
P

I

S
N

A

H
P

I

S
N

A

H
P

I

S
N

A

H
P

I

S
N

A

H
P

I

S
N

A

H
P

I

S
N

A

H
P

I

S
N

A

H
P

I

S
N

A

H
P

I

S
N

A

H
P

I

S
N

A

H
P

I

S
N

A

H
P

I

S
N

A

H
P

I

S
N

A

H
P

I

S
N

A

H
P

I

S
N

A

1980 1981 1982 1983 1984 1985 1986 1987 1988 1989 1990 1991 1992 1993 1994 1995 1996 1997 1998 1999 2000

Hardware

Software

日本のIT投資10億円



2003/11/10 宮川・深尾 27

HPIを用いた成長会計ではGDP、IT資本蓄積寄与とも増加

成長会計 2(HPI base)

1990/80 2000/90

1995/90 2000/95

GDP成長率 4.4 1.7 1.6 1.9

　労働力伸び率 0.7 -0.6 -0.7 -0.4

　労働生産性上昇率 3.7 2.3 2.3 2.3

　　資本深化 1.8 1.4 1.5 1.3

 　　（うちIT資本による資本深化） 0.6 0.6 0.4 0.7

　　資本の再配分効果 0.0 0.1 0.1 0.0

　　労働力の再配分効果 0.7 0.0 0.1 -0.2

　　TFP成長率 1.2 0.9 0.7 1.1
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４　産業構造の歪みと経済成長率
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IT投資の効果を阻む産業構造の歪み

• IT資本の寄与が増加しているにもかかわらず、

何故、日本は１％成長から脱却できないのか。

• 労働全体の寄与が低下しているだけでなく、
労働力の再配分効果がマイナスに働いて、IT
資本の蓄積効果やTFP上昇の寄与を相殺し

ている。

• 建設業など生産性の低い業種で就業者シェ
アが増加←財政拡張の負の効果
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90年代後半に、労働力のミスアロケーションが生じる

就業者シェアとTFP（1995-2000）
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５　今後の日本の潜在成長力
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日本経済は再生するか

• 2000年代が日本経済再生の10年となるため
のキーポイントは2点

（１）IT資本蓄積が持続すること

（２）産業構造の歪みが是正されること

・生産性の高い分野へ、労働者、資金、資本が
シフトしていき、80年代から90年代前半の寄

与へと回復すれば、２％成長は可能
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IT投資の継続と、産業構造の歪み是正により2％成長

成長会計 3(予測を含む)

1990/80 2000/90 2010/00

1995/90 2000/95 (予測)

GDP成長率 4.4 1.5 1.5 1.4 1.8-2.3

　労働力伸び率 0.7 -0.6 -0.7 -0.4 -0.5

　労働生産性上昇率 3.8 2.0 2.2 1.9 2.3-2.8

　　資本深化 1.8 1.2 1.3 1.1 1.2

 　　（うちIT資本による資本深化） 0.5 0.3 0.2 0.5 0.5

　　資本の再配分効果 0.0 0.1 0.1 0.0 0.0

　　労働力の再配分効果 0.7 0.0 0.2 -0.2 0.2-0.7

　　TFP成長率 1.3 0.8 0.7 0.9 0.9
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必要な政策
１．物的・人的資本集約産業の拡大（産業の高度化）

２．規制緩和によるTFP上昇の加速（経済特区の拡大による、

地域レベルでの活性化競争策、参入障壁撤廃等）

３．金融システムの機能回復等を通じた産業の新陳代謝機能上
昇（企業ファイナンスから事業ファイナンスへ）

４．対日直接投資拡大（参入障壁撤廃、民営化、地方自治体レ
ベルでの誘致促進）

５．持続的なIT投資拡大のための投資促進策

６．適正な産業構造を実現するため、公的部門の資源配分の効
率化と見直し（地方中心への財政支出の再検討とPFIなど民

間的手法を利用した公共事業の実施）


